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平成２９年度答申第４６号 

平成３０年３月２３日 

 

諮問番号 平成２９年度諮問第３９号（平成２９年１２月７日諮問） 

審 査 庁 厚生労働大臣 

事 件 名 立替払事業に係る未払賃金額等の不確認処分に関する件 

 

答  申  書 

 

 審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答申

する。 

 

結     論 

 

本件審査請求に係る処分は取り消されるべきであり、本件審査請

求は棄却すべきである旨の諮問に係る判断は、妥当とはいえない。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

１ 本件審査請求の骨子 

本件は、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）が行った賃金の支

払の確保等に関する法律（昭和５１年法律第３４号。以下「賃確法」とい

う。）７条に基づく立替払事業に係る未払賃金額等の確認申請（以下「本件

確認申請」という。）に対し、Ａ労働基準監督署長（以下「処分庁」とい

う。）が未払賃金額等の確認処分（以下「本件確認処分」という。）及び不

確認処分（以下「本件不確認処分」という。）をしたところ、審査請求人が

本件不確認処分を不服として審査請求した事案である。 

２ 関係する法令の定め 

（１）賃確法７条は、労働者災害補償保険の適用事業に該当する事業の事業主

が破産手続開始の決定を受け、その他政令で定める事由に該当することと

なった場合において、当該事業に従事する労働者で所定の期間内に当該事

業を退職したものに係る未払賃金（支払期日の経過後まだ支払われていな
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い賃金）があるときは、当該労働者の請求に基づき、当該未払賃金に係る

債務のうち所定の範囲内のものを当該事業主に代わって政府が弁済する旨

規定する。 

（２）賃確法７条における上記「政令で定める事由」（立替払の事由）として、

賃金の支払の確保等に関する法律施行令（昭和５１年政令第１６９号。以

下「賃確令」という。）２条１項４号及び賃金の支払の確保等に関する法

律施行規則（昭和５１年労働省令第２６号。以下「賃確則」という。）８

条は、事業主が事業活動に著しい支障を生じたことにより労働者に賃金を

支払うことができない状態（事業活動が停止し、再開する見込みがなく、

かつ賃金支払能力がない状態）になったことについて、当該事業主に係る

事業を退職した者の申請に基づき、労働基準監督署長の認定があったこと

を掲げている。 

（３）賃確法７条並びに賃確則１２条２号、１３条２号及び１２条１号ヘは、

上記認定に係る事業主の事業を退職した者が未払賃金の立替払の請求をす

るには、支払期日後まだ支払われていない賃金の額その他の事項について

労働基準監督署長の確認を受けなければならない旨規定する。 

（４）支払期日後まだ支払われていない賃金とは、上記（１）の所定の期間内

にした当該事業からの退職の日（以下「基準退職日」という。）以前の労

働に対する労働基準法（昭和２２年法律第４９号）２４条２項本文の賃金

及び基準退職日にした退職に係る退職手当であって、基準退職日の６か月

前の日から賃確法７条の請求の日の前日までに支払期日が到来し、当該支

払期日後まだ支払われていないものとされている（賃確令４条２項）。 

３ 事案の経緯 

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は以下のとおりである。 

（１）審査請求人は、平成２７年１１月５日、Ｐ社（以下「本件会社」とい

う。）に雇用された。 

（平成２８年１０月７日付け確認通知書） 

（２）処分庁は、平成２８年９月７日、本件会社について、上記２（２）の認

定（事業主が事業活動に著しい支障を生じたことにより労働者に賃金を支

払うことができない状態になったことの認定）を行った。 

（認定通知書） 

（３）審査請求人は、平成２８年９月２８日、処分庁に対し、未払の定期賃金

が、支払期日を同年６月１０日とする２０６，０００円であること等の確
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認を求める申請を行ったところ、処分庁は、同年１０月７日、審査請求人

に対し、同申請に係る金額の全額を確認する処分を行った。 

（平成２８年９月２８日受付の確認申請書、同年１０月７日付け確認通知

書） 

（４）審査請求人は、平成２８年１２月１６日、処分庁に対し、基準退職日が

同年６月３０日であること、未払賃金の額が、支払期日をそれぞれ同年１

月１０日、同年２月１０日、同年３月１０日、同年４月１０日、同年５月

１０日及び同年６月１０日とする時間外労働手当並びに支払期日を同年７

月１０日とする基本賃金及び時間外労働手当の合計６７７，３５５円であ

ることの確認を求める本件確認申請を行った。 

（平成２８年１２月１６日受付の確認申請書） 

（５）処分庁は、平成２９年１月１６日付けで、本件確認申請に対し、基準退

職日を平成２８年５月３１日とし、未払賃金の額のうち、 

① 支払期日平成２８年１月１０日の「時間外手当」のうち４３，４９６

円、同平成２８年２月１０日の「時間外手当」のうち８０，８７１円、

同平成２８年３月１０日の「時間外手当」５４，４６７円、同平成２８

年４月１０日の「時間外手当」２６，９４１円、同平成２８年５月１０

日の「時間外手当」１０，８４８円、同平成２８年６月１０日の「時間

外手当」６８，１５４円 

② 支払期日平成２８年７月１０日の「未払賃金の額」２２５，３１１円 

を不確認とする不確認通知書を平成２９年１月１７日に審査請求人に交付

し、本件不確認処分を行った。 

また、処分庁は、同日、本件確認申請について、上記①及び②の部分を除

いた部分を確認する本件確認処分を行った。 

（平成２９年１月１６日付け不確認通知書、平成２９年１月１７日付け確認

通知書） 

 （６）審査請求人は、平成２９年１月２０日、審査庁に対し、本件審査請求をし

た。 

（審査請求書） 

 （７）審査庁は、平成２９年１２月７日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却

すべきとして諮問した。 

（諮問書） 

４ 審査請求人の主張の要旨 
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審査請求人の主張は、おおむね以下のとおりである。 

（１）処分庁は、確認申請した平成２７年１２月２１日から平成２８年６月３

０日までの時間外労働手当の一部しか確認処分しなかったが、審査請求人

は、スマートフォンのカレンダーで記録した時間まで残業していた。 

（２）基準退職日については、本件会社の代表取締役であったＱ等の申述及び

雇用保険被保険者離職票などから審査請求人と本件会社の労働契約は平成

２８年５月３１日をもって終了しているものと認めるのが相当であると処

分庁は判断しているが、審査請求人は、Ｑからも、本件会社の労働者であ

ったＲ及びＳからも、同日で本件会社との労働契約が終了しているとは聞

いていない。 

第２ 審査庁の諮問に係る判断 

審理員の意見は、処分庁が確認しなかった上記第１の３（５）①及び②のい

ずれについても確認することができないため、本件審査請求は棄却されるべき

というものであった。 

これに対し、審査庁の判断の要旨は、以下のとおりである。 

１ 審査請求人の基準退職日については、Ｑ及びＲの申述並びに雇用保険被保

険者離職票などから、審査請求人と本件会社との労働契約は平成２８年５月

３１日をもって終了しているものと認めるのが相当である。よって、支払期

日が同年７月１０日の基本賃金２０６，０００円及び時間外労働手当１９，

３１１円については、同年６月１日以降において審査請求人と本件会社との

労働関係が存在しないことから、確認することはできない。 

２ また、支払期日が平成２８年１月１０日から同年６月１０日までの時間外

労働手当については、審査請求人の給与明細書等に時間外労働等に関する手

当の記載はない。本件会社には、タイムカード、出勤簿といった労働時間を

記録した書類もないことから、処分庁は、審査請求人の同僚の申述等を踏ま

えて、元労働者Ａの終業時刻のメモ、出張時の時間外労働に関するＱ及び元

労働者Ｂの申述等により、審査請求人の申立内容について裏付けのとれたも

のを確認したと認められるところ、この考え方それ自体は妥当であると思料

する。処分庁が確認した時間外労働に対する未払賃金に一部誤りがあるもの

の、本来確認すべきであった金額よりも高い金額で確認処分しているため、

行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）４８条の規定により、審査請求

人の不利益に当該処分を変更することはできないものである。 

３ したがって、本件不確認処分は時間外労働に対する未払賃金の計算に妥当



 

5 

 

でない部分があるが、審査請求人の不利益に変更することはできないため、

本件審査請求は棄却されるべきである。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

本件の審理員の審理手続については、特段違法又は不当と認められる点は

うかがわれない。 

２ 本件処分の適法性及び妥当性について 

（１）平成２８年５月３１日をもって基準退職日と認定できるか 

ア 基準退職日とは、労働者が退職の意思表示をした日だけではなく、契

約期間の満了、使用者による解雇などにより当該労働者の雇用契約が終

了した日をも含むほか、雇用契約の終了事由が明確に認められない場合

であっても、企業等が事実上倒産して事業活動を廃止し、その結果労働

者の就労が不可能となった日も含まれるものと解される。  

本件において、平成２８年５月３１日をもって審査請求人の基準退職日

であると認定するためには、同日をもって本件会社が事実上倒産して事業

活動を廃止し、その結果労働者の就労が不可能になったと認定できるか、

あるいは、使用者による解雇があったことが認定できなければならない。 

イ 審査庁は、平成２８年５月３１日をもって労働関係が終了したものと

判断しており、その根拠として、Ｑ及びＲの申述、雇用保険被保険者離

職票の記載等を挙げている。 

本件会社の事業活動の停止及び従業員の離職等に関するＱ及びＲの申述

等の内容は、要旨以下のとおりである。 

① 平成２８年１０月２６日付けのＱからの聴取記録 

本件会社は平成２８年５月３１日に事業を停止した。Ｒが、「５月下

旬に会社を閉めるから、皆もその日をもって会社をやめることになる。」

というようなことを説明していたこともある。Ｒが労働者に対して離職

について説明しなかった場合は私が説明した。 

本件会社の労働者について平成２８年５月３１日付けで雇用保険の資

格喪失手続を行った。 

本件会社の労働者らは平成２８年６月中も本件会社の工場で働いてい

たが、本件会社は既に業務停止していたため、本件会社の労働者として

働いていたわけではないと理解している。 

（聴取記録（平成２８年１０月２６日付け）） 
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② 平成２８年６月１日付けのＱからの録取書（審査庁が追加して提出し

たもの） 

成２８年５月２７日頃、労働者らに対して、Ｂ工場で、「平成２８年

５月下旬にＰ社を閉めるから、皆もその日をもってＰ社をやめることに

なる。」という話をした。 

（録取書②（平成２８年６月１日付け）及び添付資料） 

③ 平成２８年１２月２日付けのＲからの聴取記録 

Ｑは、平成２８年５月３１日で事業停止すると私に報告した。Ｑが事

業停止を他の従業員に告げていたかどうかは知らない。事業停止の話は

従業員同士で広まっていた。 

Ｔ社から受注を受け、代金の一部の支払を受けていたものについて、

製品を納入するために平成２８年６月も工場を稼働させ、残った従業員

が作業を継続した。 

従業員については、受注残を処理した後、一部の従業員はＴ社の従業

員として雇用される見込みがついたが、審査請求人は平成２８年６月２

０日頃、Ｔ社に移ることを断った。その日の前後に、審査請求人に対し

て、「給料が当たらないかもしれないから職業安定所に行って失業保険

の手続をしたらどうか。」と勧めた。 

平成２８年６月以降残って作業していた従業員は、賃金が支払われな

い可能性があることを知りながらも働いていた。無償の作業になる可能

性が非常に高いことから作業場に来なくてもよいことも伝えた。 

（聴取記録（平成２８年１２月２日付け）） 

④ 雇用保険被保険者離職票では、離職日は平成２８年５月３１日と記載

されている。 

（雇用保険被保険者離職票） 

以上の証拠から審査庁がいかなる事実を認定したのかは明らかでないが、

上記証拠を含む本件の全資料から、本件会社が事実上倒産して事業活動を

廃止し、その結果労働者の就労が不可能になったと認定できるか、あるい

は、使用者による解雇があったと認定できるかを検討することとする。 

ウ 本件会社が事実上倒産して事業活動を廃止し、その結果労働者の就労

が不可能になったと認定できるか 

上記証拠によると、Ｑは平成２８年５月３１日をもって事業活動を停止

するとの意思を有していたことは認定できる。 
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しかし、一方で、平成２８年６月以降も本件会社の工場が稼働しており、

本件会社が受注した製品を納入するために従業員らが作業を継続していた

こと、Ｑもこれを知っていたことが認定できるのであって、かかる事実に

照らすと、実際に本件会社の事業活動が廃止したと認定するのは困難であ

る。 

事業活動が廃止したというためには、Ｑが事業活動を停止する意思を有

することだけでなく、実際に本件会社の事業活動の実態がなくなったとい

えなければならず、少なくとも本件会社の工場が稼働していた平成２８年

６月中は、事業活動の実態がなくなったとはいい難い。また、従業員らは

本件会社が受注した製品を納入するために実際に作業を継続していたので

あるから、労働者の就労が不可能になったともいえない。 

したがって、本件においては、平成２８年５月３１日をもって本件会社

が事実上倒産して事業活動を廃止し、その結果労働者の就労が不可能にな

ったと認めることはできない。 

エ 使用者による解雇があったと認定できるか 

上記認定事実によれば、Ｑは平成２８年５月３１日をもって労働関係を

終了させる意思を有していたと認められる。したがって、事業活動が継続

していたかどうかにかかわらず、解雇が認定できれば、これをもって審査

請求人が「退職」したと認める余地はあるが、審査請求人に対する解雇を

認定するには、Ｑが解雇の意思を有していたことだけでなく、審査請求人

に対して解雇が告げられていたなど、解雇の意思表示が到達していたこと

が必要である。 

そこで、これに関する上記証拠の内容をみるに、Ｑからの平成２８年６

月１日付け録取書では、「平成２８年５月２７日頃、労働者らに対して、

Ｂ工場で、『平成２８年５月下旬にＰ社を閉めるから、皆もその日をもっ

てやめることになる。』という話をした」旨記載されている。 

しかし、Ｑからの平成２８年１０月２６日付け聴取記録では、「Ｒが

『５月下旬に会社を閉めるから、皆もその日をもってやめることになる。』

というようなことを説明していたこともある。」、「Ｒが労働者に対して

離職について説明しなかった場合は私が説明した。」旨記載されており、

上記平成２８年６月１日付け録取書での申述から変遷している。 

また、Ｒの申述内容をみるに、Ｒは、「社長が事業停止を他の従業員に

告げていたかどうかは知らない。」と述べ、Ｑが労働者らに対して解雇を
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告げたとの申述はなく、Ｒ自身が解雇を告げたとの申述もないのであって、

Ｑの申述とは一致していない。 

したがって、Ｑが平成２８年５月２７日頃労働者らに対して解雇を告げ

た旨の申述は、これを裏付ける資料はない上、Ｒの申述とも一致しないの

であって、そのまま信用することは困難である。 

また、Ｒは、「６月以降残って作業していた従業員は、賃金が支払われ

ない可能性があることを知りながらも働いていた。無償の作業になる可能

性が非常に高いことから作業場に来なくてもよいことも伝えた。」旨申述

しているのであるが、平成２８年６月以降も労働関係はあるとの認識を前

提とした上で賃金は不払いとなる可能性が高いことを告げていたとも評価

することができ、Ｒが従業員らの解雇があったと認識していたとも認めら

れない。 

Ｑは、雇用保険被保険者離職票の離職日を平成２８年５月３１日と記載

するよう手続をしているが、これだけではＱが従業員らとの労働関係を終

了させる意思を有し、これを表明したとの事実を認定できても、従業員ら

に対して労働関係を終了させる旨告げたことまでは認定できない。 

審査請求人が雇用保険被保険者離職票をもって公共職業安定所に求職申

込みをしたのは平成２８年７月１日であり、審査請求人が同年６月にも本

件会社で作業を継続していたのは本件会社との雇用関係が終了していない

との認識だったと考えるのがむしろ自然であり、この点からも審査請求人

に解雇が告げられていたとみることは困難である。 

そもそも、解雇は、労働関係を終了させるという法律効果を生じさせる

ものである以上、明確な方法で労働者に告げられるべきものであり、仮に

使用者が労働者を解雇する意思を有していたとしても、これを明確に労働

者に告げるなどして意思表示を到達させなければ、解雇が有効にされたと

はいえないのは当然である。しかも、本件では、Ｑは平成２８年６月中も

従業員らが本件会社の工場で作業をしていたことを知っていながら放置し

たというのであり、解雇したことと矛盾する態度である。 

よって、本件の証拠関係の下では、審査請求人に解雇が告げられていた

とは認めることはできないから、解雇を認定することはできない。 

オ 以上により、本件においては、平成２８年５月３１日をもって本件会

社が事実上倒産して事業活動を廃止し、その結果労働者の就労が不可能

になったこと、及び使用者による解雇があったことのいずれも認定でき
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ないから、同日をもって基準退職日と認定することはできない。 

（２）時間外労働手当について 

審査庁は、審査請求人が申し立てた時間外労働について、その裏付けの

取れたものを確認するとの考え方で、時間外労働手当の金額を計算してい

る。 

時間外労働については、実際の労働時間を基に算定すべきであるところ、

本件においては、通常実際の労働時間が記録されているタイムカードや出

勤簿等はない。労働者が自ら記録していたメモに基づく申立ては、申立内

容について裏付けがあるものについては、客観性を認めて算定の基礎とし、

裏付けのないものについては客観性が不十分であるとして算定の基礎とし

ないとの審査庁の考え方は、不合理ではない。 

しかし、上記第２記載のとおり、審査庁は平成２８年５月３１日を基準

退職日と認定しており、同年６月分の時間外労働手当を算定していないの

で、結局、時間外労働手当に係る判断は妥当でない。 

（３）したがって、本件確認処分及び本件不確認処分は、平成２８年５月３１

日を基準退職日とし、同年６月分の賃金については、基本賃金についても

時間外労働手当についても確認しないとした点において、いずれも妥当で

ない。 

３ 付言 

審査請求人は、処分庁に対し、平成２８年１２月１６日に本件確認申請を

しているが、これに対して、処分庁は、平成２９年１月１６日付けで不確認

通知書を作成するとともに、同月１７日付けで確認通知書を作成し、２通の

処分通知書が作成されている。これら２通の処分通知書の内容は、一方は、

確認申請があったもののうち不確認とする部分を記載し、もう一方は確認す

る部分を記載したものであって、実質的には同じものである。 

法令に定められた申請に対する応答処分を行政庁が行うに当たり、１つの

申請に対して日付の異なる複数の処分を行うことは、一般に法令が予定して

いないところであり、かかる複数の処分の存在は法律関係を複雑化させ、審

理を混乱させる上、本件不確認処分のみならず本件確認処分についても事後

処理が必要になるなど無用な混乱をもたらすものである。審査庁は、本件の

ように申請された金額の一部のみを確認できた場合には確認通知書に確認で

きた金額のみを記載すれば足りることから、不確認通知は不要な行政処分と

なるものである等と説明する一方で、審査請求人は本件審査請求の対象を不
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確認処分とするなど、係争処分に関する理解に看過できない相違が審査関係

人の間で生じているところであり、処分庁の行った申請処理の手続は適切と

はいい難い。 

４ まとめ 

以上によれば、本件審査請求に係る処分は取り消されるべきであり、本件

審査請求は棄却すべきである旨の諮問に係る判断は、妥当とはいえない。 

よって、結論記載のとおり答申する。 
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